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Ⅰ．土地・建設産業局関係予算総括表 

 

 
 

  

（単位：百万円）

３１年度 前 年 度 倍　率

予 算 額

(A) (B) (A／B)

１．不動産情報インフラの整備 18,172 16,298 1.11

　（１）地籍整備の推進 13,385 11,313 1.18

　　うち・地籍調査の推進 12,978 10,800 1.20
　　　　　うち、2,000百万円は、臨時・特別の措置である。 2,000 0 皆増

　　　　　※この他、復興関係経費 111百万円がある。

　　　　・山村部境界基本調査の実施
　　　　　（山村部リモートセンシングデータ整備事業）

39 31 1.26

　　　　・民間等の測量成果を活用した都市部における地籍整備
　　　　　の推進

119 129 0.93

　（２）不動産情報の整備・提供の充実等 4,788 4,985 0.96

　　うち・地価公示の着実な実施 3,740 3,691 1.01

　　　　・不動産情報における官民連携に向けた環境整備 41 0 皆増

２．不動産市場の環境整備 198 196 1.01

　　うち・空き家・空き地の流通・活用等の促進 79 95 0.83

　　　　・所有者不明土地法の円滑な運用に向けた地域支援 54 0 皆増

　　　　・健全な賃貸住宅管理業及び個人の不動産投資の促進に
　　　　　向けた環境整備

24 0 皆増

３．建設市場の環境整備 532 509 1.05

　　うち・建設産業の働き方改革の推進 103 91 1.13

　　　　・誰もが安心して働き続けられる環境整備 55 57 0.98

　　　　・建設分野における外国人受入れの円滑化・適正化 224 81 2.78

４．建設産業・不動産業の海外展開の推進 107 104 1.03

５．その他 270 329 0.82

合　　　　　　計 19,279 17,436 1.11

（注１）上記の「地籍調査の推進」経費は、地籍調査費負担金（8,007百万円）及び

　　　　社会資本総合整備事業の社会資本整備円滑化地籍整備事業分（4,971百万円）である。

（注２）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、合計及び倍率は、一致しない場合もある。

区　　　　　　分
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Ⅱ．土地・建設産業局関係予算の基本方針 
 

平成３１年度土地・建設産業局関係予算においては、国民生活・経済の基

礎的な制度インフラである地籍整備、地価公示等の着実な推進を図りつつ、

空き家・空き地等の流通・活用促進、所有者不明土地法の円滑な運用に向け

た地域支援、不動産情報における官民連携に向けた環境整備、健全な賃貸住

宅管理業及び個人の不動産投資の促進に向けた環境整備、働き方改革の推

進、担い手の確保・育成及び生産性向上の推進を通じた建設産業の活性化、

並びに建設産業・不動産業の海外展開の推進に重点的に取り組む。 

 

 
 

総     額：１９，２７９百万円（１．１１） 

 

 

 
 

総     額：１１１百万円 

 

 

 
 

 

● 災害への備え、インフラ整備の円滑化、民間都市開発の推進等に資する「地籍整備」の推進

● 不動産取引の指標、課税評価の基準等となる「地価公示」の着実な実施

● 不動産情報基盤の整備

● 不動産ストックの利活用・流通活性化の推進

● 良好なストック形成のための不動産投資の推進

● 建設業の働き方改革の推進

● 建設業の担い手確保・育成

● 建設業の生産性向上の推進

不動産市場の環境整備

不動産情報インフラの整備

建設市場の環境整備

● 海外ビジネス環境の整備 ● 海外ビジネス機会の創出

建設産業・不動産業の海外展開の推進

土地・建設産業局関係予算の全体像

一般会計 

東日本大震災復興特別会計 
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Ⅲ．主要施策 

１．不動産情報インフラの整備 

（１）地籍整備の推進 

地籍調査の推進            

 

１２，９７８百万円（前年度１０，８００百万円） 

【うち、臨時・特別の措置２，０００百万円】 
 

※ 上記の金額は、地籍調査費負担金（8,007 百万円）及び 

社会資本総合整備事業の社会資本整備円滑化地籍整備事業分 

（4,971 百万円）である。 

※ 臨時・特別の措置 2,000 百万円は、地籍調査費負担金である。 

※ この他、復興関係経費（復興庁計上 111 百万円）がある。 

 

 

 

 市町村等が行う地籍調査（一筆毎の土地の境界、面積等を調査・測量し、地籍図等を作

成。平成 29 年度末の全国の進捗率は約 52％）について、より必要性・緊急性の高い地域

における地籍調査を重点的に支援し、効果的な土地境界等の整備を推進する。 

 また、「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策（平成 30 年 12 月 14 日閣議

決定）」を踏まえ、土砂災害警戒区域等の早急に災害への備えが必要な地域で実施する地

籍調査については、臨時・特別の措置による予算を活用し、速やかな地籍調査の実施を支

援する。 

 

＜主な内容＞ 

市町村等が実施する地籍調査の経費の一部に対して、負担金を交付する。交付にあた

っては、インフラ整備の円滑化、防災対策の推進、都市開発等の活性化、森林施業等の

円滑化、所有者不明土地対策に資する地籍調査を重点的に支援する。 
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山村部境界基本調査（山村部リモートセンシングデータ整備事業）の実施       

 

３９百万円（前年度３１百万円） 

 

山村部においては、高齢化・過疎化等の人口減による境界情報の喪失が進んでいるとと

もに、急峻な地形が多くあることから、現地立会作業や測量作業の困難な地域が多く、地

籍調査の進捗が遅れている。 

近年、地震や豪雨に伴う土砂災害等が頻発していることから、早急な地籍調査の実施が

求められているため、リモートセンシング技術を活用しつつ、地籍調査に先行して必要な

土地の境界に関する基礎的情報を国が整備する。 

 

＜主な内容＞ 

山村部において、土砂災害警戒区域等の早急な地籍調査の実施が必要な地域で、空中

写真、航空レーザ測量データ等のリモートセンシングデータから得られる、地形・植生

情報等の土地の境界に関する基礎的情報を広域的に国が整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市部官民境界基本調査の実施       

 

１０２百万円（前年度１６９百万円） 

 

 防災対策等の観点から市町村等による都市部の地籍調査を促進する 

ため、地籍調査に先行して必要な境界等の基礎的情報を国が整備する。 

 

＜主な内容＞ 

  都市部において、南海トラフ巨大地震による津波浸水想定地域等 

 の早急な地籍調査が必要な地域で、地籍調査に先行して道路等と民 

 有地の境界に関する基礎的情報を国が整備する。 

現 状 今 後 

 現地立会により土地所有者

等が現地で土地境界位置を

確認 

 土地所有者等が集会所等に一同

に会して空中写真等を基に土地境

界位置を確認 

【参考】リモートセンシングデータを活用した 

地籍調査の効率化イメージ 

［空中写真］ 

［微地形表現図］ 

    整備する基礎的情報の例 

［林相図］ 

【 公図等の境界情報 】 

【 現況の境界情報 】 

現況と公図等による境界 

の相違等を示す図面 
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民間等の測量成果を活用した都市部における地籍整備の推進 

                   

１１９百万円（前年度１２９百万円） 

 

地籍整備が特に遅れている都市部においては、防災対策や都市開発等に寄与する観点か

ら、地籍整備の一層の推進が求められている。このため、民間事業者や地方公共団体の公

共事業部局等が作成する地籍調査以外の測量成果を地籍整備に活用するための支援を行

う。 

 

＜主な内容＞ 

民間事業者等が積極的に国土調査法第 19 条第 5 項指定を申請できるように、測量・

調査等にかかる経費に対して、補助金を交付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【国土調査法第 19条第 5項指定】 

土地に関する様々な測量の成果について、その精度・正確さが地籍調査と同等以上の場合には、当該成

果を地籍調査と同様に取り扱えるよう国土交通大臣等が指定する制度 

地籍調査以外の測量成果が国土調
査法に基づく指定（19条5項）を受ける
ことにより、地籍調査と同等の扱い

原則として地籍調査の実施は不要

国土調査法

地 籍 調 査

地籍調査以外の
測量・調査

成果の認証
（１９条２項）

成果の指定
（１９条５項）

【指定の行われた民間開発事業の測量事例】 

 

調査実施地区：福岡県小郡市 

調 査 面 積 ：3.3 ｈａ 

調 査 内 容 ：民間開発事業者が駅前の住宅地開発

事業を行うため、測量・調査、成果

の作成を実施 

 

 

 

【地籍整備推進調査費補助金】 

 

事業主体：民間事業者、地方公共団体 

地域要件：人口集中地区又は都市計画区域 

対象経費：19条 5項指定に必要な測量・調査 

に要する経費 

（調査計画等策定、境界情報等整 

備、成果等作成） 

補 助 率： 

 

 

 

 

 
  

 

  

       

国

１／２

地方公

共団体

１／２

地方公共団体（直接補助）

１/２以内 

１/３以内 １/３以内※ 

※ただし地方公共団体の 

補助する額の 1/2が限度 
【 民間開発事業のイメージ図 】 

民間事業者（直接補助） 民間事業者（間接補助） 
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ＩＣＴを活用した地籍調査の効率化に向けた環境整備 

                   

５１百万円（前年度７０百万円） 

 

都市部においては、防災対策や都市開発等の観点において、地籍整備を早急に実施する 

必要があり、近年進展しているＩＣＴ等の新たな技術を活用することで、官民境界の先行

調査や地籍調査以外の民間測量成果等を活用した効率的な地籍調査を実施するための環境

整備を行い、都市部の地籍調査をより一層推進する。 

 

＜主な内容＞ 

民間測量成果※等を有効に活用した効率的な地籍調査手法を確立するため、地籍調査

以外の民間測量成果等を蓄積・共有する地籍整備プラットフォーム（仮称）の本格導入

に向けた実証実験等を行う。 
※個々の土地取引や民間開発事業等で得られた測量成果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民間測量成果等を活用した効率的な地籍調査   

 

地籍整備プラットフォーム（仮称）の運用イメージ 

地籍整備プラットフォーム 

（仮称） 

（上記システムについては、平成 30年度予算で開発に着手） 
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（２）不動産情報の整備・提供の充実等 

地価公示の着実な実施         

 

３，７４０百万円（前年度３，６９１百万円） 

 

不動産取引の指標や課税評価の基準等の役割を担う重要な制度インフラである地価公示

について、その役割を十分に果たすため全国２６，０００地点で着実に実施する。 

 

＜主な内容＞ 

 ○地価公示 

  ・地価公示法に基づき実施 

  ・全国に２６，０００地点の標準地（調査地点）を設置し実施 

  ・１月１日時点における標準地の価格を３月に官報にて公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○百万円（前年度○○百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地価公示 

不動産の鑑定評価額の決定

にあたっての規準となる 

公共事業用地の取得価格の

算定にあたっての規準とな

る 

○相続税評価      

→公示価格の８割を目安 

○固定資産税評価    

→公示価格の７割を目安 

 

 

○融資先の担保対象不動産の

評価 

○自社所有不動産の時価評価 

標準地の「正常な価格」を

公示することで、一般の土

地の取引価格の指標となる 

一般の土地の取引 

不動産の鑑定評価 

経済指標 

地価の変動率は重要な経済指

標として使用されている 

課税評価 

公共事業用地の取得 

金融機関等 
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不動産取引価格情報の提供 

                   

２２９百万円（前年度２２６百万円） 

 

不動産市場の透明性向上・取引の活性化を図るため、不動産の取引当事者へのアンケー

ト調査を実施し、その調査結果をもとに、不動産の実際の取引価格に関する情報について、

四半期毎に、国土交通省ホームページにおいて提供を行う。 

 

＜主な内容＞ 

  ○不動産取引価格情報の提供 

 対象物件の種類：更地（宅地）、建付地、中古マンション 等 

 情報提供項目 ：所在地、取引価格、土地の面積・形状、建物の用途・構造、 

延床面積、建築年、最寄駅、今後の利用目的 等 

 提供件数   ：約 351 万件（H18.4～H30.10 累計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



   - 9 - 

 

 

不動産価格の動向指標の提供 

                   

４９百万円（前年度５０百万円） 

 

リーマンショックの発生を受け、IMF 等は G20 諸国に対し、将来の金融危機の発生に備

えて、市場動向を把握するため、経済・金融に関する統計整備を要請した。 

これらの要請を踏まえ、不動産価格の動向を把握し、金融・マクロ経済政策へ活用する

とともに、不動産市場の透明性向上・取引の活性化を図るため、不動産価格指数（住宅・

商業用不動産）の提供を行う。 

 

＜主な内容＞ 

○不動産価格指数（住宅・商業用不動産）の安定的な運用 

 指数算出用のデータ整備、算出システムの保守 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・IMF 等の国際機関や日本銀行、金融庁等における金融・マクロ経済政策への活用 

・ＧＤＰの基礎データとなる産業連関表への反映（GDP の精度の向上） 

・我が国不動産市場の透明性向上を通じた国内外からの投資の呼び込み 
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不動産情報における官民連携に向けた環境整備 

                   

４１百万円【新規】 

 

不動産市場の透明化・取引の活性化を促進するため、官民それぞれが保有する情報を連

携させ、不動産の賃料や利回りなどの不動産市場の動向を的確に把握するための環境整備

を行う。 

また、不動産流通市場において、物件の取引価格や管理情報が整理されず散逸している

現状を踏まえ、官民保有の蓄積データが相互に連携できるよう、不動産固有 ID の導入を含

め、市場データを中心とした情報管理基盤の整備を検討し、消費者との情報窓口となる宅

地建物取引業者が各データにアクセスできる仕組みの構築に向けた検討を行う。 

 

＜主な内容＞ 

 ○官民情報連携に向けた環境整備 

  ・不動産の賃料や利回りなどの把握のための官民の連携に向けた課題を整理するとと

もに、官民でこのような不動産に関する情報を活用できるよう、公表に向けて、必

要なデータの整備を行う。 

 

 

 

 

 

 

 ○不動産流通市場における情報連携のあり方の検討 

・REINS 等に蓄積された過去データの参照や、住宅履歴情報などと相互に連携するた

めの不動産 ID 等の構築など情報蓄積の統一的なルール等を検討する。 

・宅地建物取引業者が各データにアクセス出来る仕組みの構築に向けた検討を行う。 
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２．不動産市場の環境整備 

（１）不動産ストックの利活用・流通活性化の推進 

空き家・空き地の流通・活用等の促進 

 

７９百万円（前年度９５百万円） 

 

 

本格的な人口減少社会を迎え、有効活用されずに放置される空き家･空き地は増加傾向に

あり、その対策は喫緊の政策課題となっている。 

  このような遊休不動産について、地域連携による新たな需要の創出や流通促進等を支援

する。また、管理不全の土地が増加し、周辺環境の悪化等の課題が生じていることから、

土地の管理や利用に関し所有者が負うべき責務等について検討する。 

これらにより、空き家・空き地の有効活用・適正管理を促進し、社会全体の生産性向上

等を推進する。 

 

＜主な内容＞ 

  ○空き家等の流通・活用促進に向けた地域活動の支援 

・地方公共団体等と連携し、空き家等の流通・活用促進を図る不動産業団体等のモデ

ル的な取組を支援及び横展開を行う。 

○地域における空き地の有効活用・適正管理の促進等 

・ＮＰＯ法人等による空き地の共同管理や共用空間化等の先進的な取組について、地

域における計画策定や合意形成等を支援し、取組の普及を行う。 

・土地の管理や利用に関して所有者が負うべき責務や、その責務の担保方策に関して、

土地基本法等の見直しに向け、基礎データの収集・整理や実態把握等を行う。 

 

 

 
 



   - 12 - 

 

 

所有者不明土地法の円滑な運用に向けた地域支援 

                   

５４百万円【新規】 

 

 

人口減少、高齢化の進展等を背景に所有者不明土地が増加していることに鑑み、平成 30

年 6 月「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法」が成立した。 

同法の積極的な活用を図るため、権利者探索の実務者向け手引きの作成や、新たに創設

された地域福利増進事業に係る先進的な取組への支援、ノウハウの他地域への普及等を進

める。 

こうした地域支援を通じて、所有者不明土地の利用の円滑化と適切な管理を促進する。 

 

＜主な内容＞ 

○ 所有者不明土地法の円滑な運用、積極的な活用のため、権利者探索の経験の浅い実務

者向けの平易な手引書の作成や、地域福利増進事業に係る先進的な取組を支援し、他

地域への普及を促進する。 

○ 管理不全の空き地の有効活用・適正管理の促進に向け、関連情報の外部提供等に関す

る運用マニュアル等を作成する。 

○ 市町村等のニーズを踏まえながら、権利者探索等の土地関係業務に関する講習会等を

全国で開催するなど、きめ細やかに市町村を支援する。 
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民泊管理業の健全な発展に係る環境整備 

                   

１０百万円（前年度１５百万円） 

 

 平成 30 年 6 月 15 日に住宅宿泊事業法が施行されたが、我が国の不動産ストッ

クを宿泊施設などに利活用するため、民泊管理業者（住宅宿泊管理業者）の生産性

向上・人材育成を図っていくことが必要である。 

 このため、民泊管理業等の業務実態を調査分析し、安全・安心かつ快適な民泊サ

ービスの提供を促進する。 

 

＜主な内容＞ 

 ○民泊管理業等の業務実態把握のための調査検討 

  ・住宅宿泊事業法に位置づけられた住宅宿泊管理業者の業務実態の把握、課題の分析

等 
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（２）良好なストック形成のための不動産投資の推進 

健全な賃貸住宅管理業及び個人の不動産投資の促進に向けた環境整備 

                   

２４百万円【新規】 

 

近年、サブリース業者による家賃保証を前提としたシェアハウス投資を巡るトラブル等、

賃貸住宅に関するトラブルが社会的な問題となっているため、賃貸住宅管理業のルール強

化や、未登録業者の登録促進に向けた環境整備を行い、賃貸住宅管理業の適正化を図る。 

また、不動産投資手法の多様化が進む中、個人投資家が適切に投資判断し、投資を行う

ことができる環境を整備することで、サブリースのトラブルを含む個人投資家の被害等を

可能な限り防止するとともに、個人の適切な投資判断を促進し、質の高い投資を促進する。 

 

＜主な内容＞ 

○賃貸住宅管理業の適正化に向けた調査・検討 

・賃貸住宅管理業者の業務実態等に関する調査、ルール強化・登録促進に向けた検討 

○賃貸住宅管理業のルール強化・登録促進に向けた環境整備 

・ガイドライン等の策定・改訂、改正内容の周知・普及のための説明会開催、         

賃貸住宅管理の専門家育成のための研修実施 

○個人の不動産投資に関する調査・検討 

・個人投資家等に係る不動産投資に関する実態調査等 
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不動産証券化手法を活用した地域振興のためのﾈｯﾄﾜｰｸの形成促進 

                   

２０百万円（前年度５８百万円） 

 

不動産の最適活用を通じた地方創生・東京一極集中の是正を推進するためには、小規模

不動産特定共同事業等の不動産証券化手法とクラウドファンディング等を活用した先進的

事業を地域においても促進していくことが有効であるが、特に地方において、そのノウハ

ウは依然として不足していることが課題となっている。 

 このため、新規参入予定者の人材育成や先進的事業の普及促進に向けた専門家派遣等を

行う。 

 

＜主な内容＞ 

〇小規模不動産特定共同事業の普及・登録に向けた人材育成 

 ・地域セミナーの開催、業務管理者に係る講習の実施 

〇クラウドファンディングを活用するなど地域振興に資する先進事例の形成促進 

 ・先進事例の創出に向けた専門家派遣、事例集の作成 
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３．建設市場の環境整備 

（１）建設産業の働き方改革の推進 

                   

１０３百万円（前年度９１百万円） 

 

第１９６回通常国会における働き方改革関連法の成立（平成３０年６月２９日）に伴

い、建設業では 2024 年４月より、時間外労働の上限規制が適用されることとなった。 

  当該規制の適用に当たっては、建設業の担い手（技術者・技能者）の確保・育成、そ

のための制度的な対応、発注者を含めた関係者の意識醸成など、５年の猶予期間を待つ

ことなく取組を進めることが不可欠である。 

 

＜主な内容＞ 

○民間発注工事等における働き方改革の推進 
 

民間発注団体や建設業団体等と連携した推進体制を構築し、公共工事の取組（週

休２日を前提とした適正な工期設定、施工時期の平準化、施工のＩＣＴ化等）が浸透

するよう、以下の取組を実施する。 

・民間発注工事における工期の設定方法や発注手続の現状等について、元請－下請

間の実態把握を行うため、中小零細の専門工事業の実態調査を行う。 

・週休 2 日確保や工期適正化等に取り組む民間発注者を対象とした事例集を充実さ

せるほか、民間発注者に対する専門家派遣を通じた契約図書の作成支援を行う。 

・民間工事における生産性向上の方策（ＢＩＭの活用等）を検討する。 

 

○建設技術者の働き方改革の推進 
 

建設技術者の長時間労働を是正するとともに、生産性を向上させるため、以下の

取組を実施する。 

・専門工事共同施工制度（仮称）※の創設に向けた実態調査・分析検討を行う。 

※上位専門工事企業の主任技術者が行う施工管理の下で下位専門工事企業も含め適正  

な施工が確保できる場合、下位専門工事企業の主任技術者の配置を不要とできる制度を

検討中 
・担い手確保のための若手技術者の活用の方策※を検討する。 

※新たに創設する技士補（仮称）が専任配置されている場合には、一定の条件の下、監理

技術者の現場兼務を可能とする制度を検討中 

 

○建設業許可等の電子申請化に向けた検討 
 

建設業許可や経営事項審査の申請において、現在書面で行われている手続につい

て、申請書類等の簡素化を図るとともに、将来的な電子申請化に向けての課題等に

関する検討調査を行う。 
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○建設業許可等の電子申請化に向けた検討 

○民間発注工事等における働き方改革の推進 

○建設技術者の働き方改革の推進 

元請－下請間の実態把握 

国交省・民間発注団体・建設業団体等が連携 

週休２日事例集の作成・ 

発注図書作成支援 
生産性向上の取組強化 

全国の民間発注工事現場への普及・改善 

建設業は全産業平均と比較して年間 300時間以

上長時間労働の状況。 
他産業では当たり前となっている週休２日もとれて

いない。 

＜専門工事共同施工制度（仮称）のイメージ＞ 

○建設業を取り巻く現状 

出典：  厚生労働省「毎月勤労統計調査」年度報より国土交通省作成 
出典：日建協「2017 時短アンケート（速報）」を基に作成 

（※日建協の組合員の技術者等を対象にアンケート調査） 

⇒建設業の担い手の確保・育成等のため、働き方改革を推進する必要 
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（２）誰もが安心して働き続けられる環境整備 

                   

５５百万円（前年度５７百万円） 

 

建設業の担い手の確保・育成に向け、女性活躍の推進、社会保険加入の徹底・定着に取

り組むとともに、効果的・継続的な技能訓練・学び直し（建設リカレント教育）を促す取

組等を推進することにより、安心して働き続けられる環境の整備を図る。 

 

＜主な内容＞ 

○女性活躍の推進 

    

 建設業における女性活躍の機運をさらに高め、建設業界が自律的・継続的に女性活

躍に取り組める環境を整備するため、策定から 5 年が経過する「もっと女性が活躍で

きる建設業行動計画」（平成 26 年 8 月策定）の総括や新計画策定に向けた検討を行

い、女性活躍の推進方策について検討する。 

 

○社会保険加入の徹底・定着 

 

社会保険未加入企業に対し建設業許可・更新を認めない仕組みとする建設業法の改

正を見据え、下請まで社会保険加入を徹底し、着実に法定福利費を行き渡らせるため、

以下の取組を実施する。 

・法令上加入すべき社会保険について更なる周知徹底を図るための講習会を開催す

る。 

・法定福利費等の支払い状況に関する実態調査や、法定福利費を内訳明示した請負代

金内訳書の活用を促進する。 

 

○技能や経験に応じた処遇の実現 

 

建設技能者に対して効果的・継続的な技能訓練・学び直し（建設リカレント教育）

を促進し、技能や経験に応じて技能者が評価され適正な処遇を受けられる環境を整備

するため、以下の取組を実施する。 

・平成 31 年度から運用を開始する「建設キャリアアップシステム」を活用し、建設

技能者の技能や経験を適正に評価し、処遇改善を図る能力評価基準を策定する。 

・建設技能者の育成等に取り組み、施工能力等が高い専門工事企業が、適正に評価さ

れるための、専門工事企業の見える化を推進する。 
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女性活躍 

H23.10 84%

H24.10 87%

H25.10 90%

H26.10 93%

H27.10 96%

H28.10 96%

H29.10 97%

元請
一次
下請

二次
下請

三次
以降

公共 59.2 49.1 43.7 41.7

民間 44.1 43.4 38.5 25.6

※平成29年度社会保険の加入及び賃金の状況等に関する調査

（単位）％

＜企業単位・３保険の加入割合の推移＞

下請の次数が上がる
ほど加入割合は低下

＜法定福利費を全額受け取れた工事の割合＞

元請：98.2%

１次下請：97.4%

２次下請：94.4%

３次下請：90.5%

※公共事業労務費調査（平成29年10月調査）

社会保険加入 

技能や経験に応じた処遇の実現 

＜建設技能者の能力評価制度＞ 

建設キャリアアップ 
システム 

○経験（就業日数） 

○知識・技能（保有資格） 

○マネジメント能力 

レベル１ 

初級技能者 

（見習い） 

中堅技能者 

職長として 

現場に従事 

できる者 

高度な 

マネジメント 

能力を有する者 

(登録基幹技能者等） 

レベル２ 

能力評価基準に基づき、 

レベル１からレベル４のカードを発行 

レベル４ 

レベル３ 

＜専門工事企業の見える化＞ 

職種ごとに経験や資格 

を用いた能力評価基準 

を策定 

（職長、班長としての 

就業日数 等） 

（一人前） 

能力評価制度と連動した専門工事企業の見える化を推進し、 

専門工事企業が適正に評価されるための環境を整備 
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（３）建設分野における外国人受入れの円滑化・適正化 

                   

２２４百万円（前年度８１百万円） 

 

 2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会関連等の建設需要に適確に対応す

るため、平成 26 年４月４日の関係閣僚会議において「建設分野における外国人材の活用

に係る緊急措置」がとりまとめられ、平成 27 年４月から当該緊急措置の対象となる外国

人材の受入れを行っている。 

外国人の受入数は年々増加していることから、より充実した監理を実施するとともに、

外国人が社会の一員として円滑に生活できるよう受入れ環境の整備を進め、建設分野にお

ける外国人受入れの更なる円滑化及び適正化を実現する。 

 

※ 新たな在留資格の創設等を内容とする、出入国管理及び難民認定法及び法務省設置法の一部を改正

する法律（平成 30 年法律第 102 号）が平成 30 年 12 月 14 日に公布されたところ。建設分野につい

ても、新たな制度を活用した外国人材の受入れについて検討を進めている。 

 

＜主な内容＞ 

○巡回指導・母国語相談 

受入企業等に対する巡回指導や、外国人本人に対する母国語による相談等を実施 

○外国人建設就労者の管理システムの運営 

外国人建設就労者の受入状況把握・共有のための管理システムを運営 

○外国人建設就労者の実態把握調査 

外国人建設就労者の受入状況（賃金水準を含む）について調査 

○適正監理推進協議会の運営                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人材送出し機関 

外国人建設就労者 受入企業 

求職申込み 

雇用契約 

特定監理団体 
（事業協同組合等） 

訪問指導 
・監査等 

業界団体、特定監理団体、国土交通省等関

係省庁が構成員となり、就労者の受入状況や

不正行為情報を共有 

 適正監理推進協議会 

巡回指導等を実施し、就労者の賃金水準、

労働時間、住環境等を確認 

(注）上記に加え入国管理当局、労働基準当局が外国人の在留管理や受入企業等の監督等を実施 

特定監理団体及び適正監理計画の認定 
(過去 5年に不正行為がない団体・企業に限定) 

国土交通省 業務提携 

制度推進事業実施機関 

国外 国内 

外国人建設就労者受入れ制度推進事業の全体イメージ 

雇用契約 

業務提携 
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（４）建設職人の安全・健康の確保の推進 

                   

１１百万円（前年度２０百万円） 

 

 建設工事の現場での災害により、いわゆる一人親方等を含めた建設工事従事者全体で年

間約 400 人もの尊い命が失われている。このような状況の下、平成 28 年 12 月に「建設

工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律」が成立（平成 29 年 3 月 16 日に施

行）し、本法に基づく基本計画が平成 29 年 6 月 9 日に閣議決定された。 

 この基本計画に基づき、平成 30 年度、安全衛生経費の定義付けや実態把握、下請まで適

切に支払われるような施策の検討を行っているが、平成 31 年度はそのフォローアップを

行いつつ、安全衛生経費の算出等を支援する施策により、その適切な支払いを促進する。 

 

 

＜主な内容＞ 

 ○安全衛生経費の適切かつ明確な積算、明示及び支払いの促進 

・安全衛生経費が下請まで確実に支払われるような施策のフォローアップ 

・安全衛生経費の算出手順書の作成 

・民間発注者向けの安全衛生経費の目安の提示   等 

 

 

◎安全衛生経費の適切かつ明確な積算、明示及び支払いの促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

必要な安全衛生経費を 

含んだ適正な請負代金 
下請負人 

民間発注者 

実態把握の結果に基づく 

多様な工事現場における 

安全衛生経費の目安 

提示 

工事契約 

元請負人 

（算出手順書を活用） 

適切かつ明確な積算に 

基づく下請契約 

下請まで安全衛生経費の適切な支払いを促進 
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（５）企業活動の継続促進 

                   

１０百万円【新規】 

 

 

中小・中堅建設企業は、後継者不足による事業承継への対策や、限られた投資資金・人

材の中での生産性向上が課題となっている。 

そのため、建設業許可の見直し等を盛り込んだ建設業法改正※を見据え、これに併せて

円滑な事業承継や経営効率化等への対策を講じることにより、地域における中小・中堅建

設企業の持続性確保と経営効率化を推し進める必要がある。 

※経営業務管理責任者の配置要件の見直しや円滑な事業継承のための手続の整備を検討中 
 

＜主な内容＞ 

○事業承継等に係る実態把握を行い、企業が抱える課題の把握やその要因、背景事情の

分析、改善方策を検討する。 

○地域の中小・中堅建設企業向けの相談窓口を設置し、専門家によるコンサルティング

等を行う。 

○コンサルティング案件の中から優良な取組事例等を集約し、横展開を行う。 
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４．建設産業・不動産業の海外展開の推進 

（１）我が国企業の海外進出のための環境整備・機会創出 

 

                             ７１百万円（前年度９７百万円） 
 
「未来投資戦略 2018」や「インフラシステム輸出戦略」（平成 30 年６月７日経協イン

フラ戦略会議決定）に基づき、「質の高いインフラ投資」を進め、「2020 年に約 30 兆円

のインフラシステム受注を目指す」との政府目標を実現するためには、相手国政府との関

係構築等により、建設・不動産企業の海外進出に向けた環境整備や機会創出を図ることが

必要である。 

 

＜主な内容＞ 

 ○二国間の枠組の構築・関係強化 

我が国にとって重要な市場における二国間建設会議等の開催 

○制度整備・普及支援 

土地・建設関連制度の整備・普及促進、新興国の政府職員を招聘する研修の実施 

○中堅・中小企業の海外進出支援  

中堅・中小建設業海外展開推進協議会（JASMOC）を通じた情報共有、現地へのミッ 

ション団派遣 

○拠点国と連携した第三国への展開 

  拠点国企業（トルコ企業等）とのビジネスマッチングの開催 

○バングラデシュ政府と連携した PPP プロジェクトの組成 

  政府間プラットフォームを活用した具体的案件形成の支援 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

  

 

過去最高 
約1.85兆円 

 

（兆円） 

 

我が国建設企業の海外受注実績推移 

約0.9兆円 

 

（年度） 

 
    出所:(一社)海外建設協会 

「日・インドネシア建設会議」の様子 

ジャスモック 

 

ＪＡＳＭＯＣミッション団 
（現地でのビジネスマッチングの様子） 
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２６百万円【新規】 

 
我が国建設企業の更なる海外展開を進めるためには、十分な知見が蓄積されていない新

市場への進出に向けた戦略の検討や、中堅・中小企業等における国際業務に精通した我が

国のグローバル人材や外国人材の効果的な活用等を進めることが必要である。 
 
＜主な内容＞  

 ○新市場（アフリカ・ガーナ市場等）の状況分析、我が国企業の進出に向けた競争力強

化戦略の検討 

 ○我が国企業におけるグローバル人材育成の事例収集・分析、外国人材（フィリピン人等）

とのマッチング 

 

  

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 
 
 
 
 

                        １０百万円（前年度７百万円） 
 
アジア新興国においては、現地法制度の透明性や予見可能性が不十分であったり、信頼

できる現地パートナーの確保が困難であること等から、海外事業に取り組む我が国不動産

企業の裾野の拡大は十分に進んでいない。 

このため、我が国企業の進出意欲が高いベトナム市場等を対象として、ミッション団派

遣等の取組を行う。更に、ビジネス交流の促進等を目的として、国内外の不動産関係者が

集う国際会議を開催する。 
 

＜主な内容＞  

○ベトナム等の市場調査、国内セミナーを通じた情報提供、現地へのミッション団派遣 

○不動産国際会議の国内開催 

 

 

 

 

（２）我が国建設企業の新たな海外ビジネスモデルの推進 

（３）我が国不動産企業の海外展開の強化 

 

中東,0.3％ 

中南米,2.2％ アフリカ,3.5％ 
欧州,0.7％ 

東欧,4.7％ 

    出所:(一社)海外建設協会 2017 年度実績 

アジア,59.7％ 
北米,20.1％ 

大洋州,8.6％ 

 我が国建設企業の海外地域別受注実績

推移 

ミッション団派遣 
（現地でのセミナー開催の様子） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（この冊子は、再生紙を使用しています。） 


